長建協発第４４４号
平成２２年１月２９日
会員各位
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
〔公印省略〕　　　　　
改正育児・介護休業法説明会の開催について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　さて、我が国においては少子化が進行し、人口減少時代を迎えています。少子化の急速な進行は、労働力人口の減少、地域社会の活力低下など、社会経済に深刻な影響を与えます。一方で、子どもを生み育て、家庭生活を豊かに過ごしたいと願う人々は男女ともに多いにもかかわらず、こうした人々の希望が実現しにくい状況が見られます。

　持続可能で安心できる社会を作るためには、「就労」と「結婚・出産・子育て」の「二者択一構造」を解消し、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」を実現することが必要不可欠です。

　このためには、すべての労働者を対象に長時間労働の抑制等仕事と生活の調和策を進めていくとともに、特に、子育てや介護など家庭の状況から時間的制約を抱えている時期の労働者について仕事と家庭の両立支援を進めていくことが重要です。
　こうした中、少子化の流れを変え、男女ともに子育てや介護をしながら働き続けることができる社会を目指して、今般、育児・介護休業法が改正され、平成２２年６月３０日（一部については平成２２年４月１日）から施行されることとなりました。

　これにより、職場における仕事と家庭の両立のための制度とその制度を利用しやすい環境を整備することが事業主に求められることとなります。

　つきましては、標記説明会の開催案内が長崎県労働局雇用均等室長より別添のとおりまいっておりますのでお知らせいたしますとともに、申し込まれる際は、別紙申込書にご記入のうえ、同均等室へＦＡＸにてお申し込み願います。
　なお、参加費は無料となっておりますことを申し添えます。
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